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保健・給食グループ

　学校保健、学校安全の普及充実と指導助言に努めるとともに、児童・生徒の健康管理及び健康安全教育の充実を期すため、下記事業を実施した。

　また、学校給食の円滑な実施と普及充実を図るため、府内市町村教育委員会に対して指導を行うとともに、学校給食についての運営方法、給食指導、衛生管理・栄養管理等の各種研究協議会、講習会を開催し、関係職員の資質向上に努めた。

１　学校保健各種研修会の開催
　　学校保健安全法の適正な運営方法並びに専門的事項と学校保健の実際について知識を習得させるため、研修会等を実施した。

文部科学省主催講習会への派遣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根　拠　法　令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育公務員特例法
２　児童・生徒の健康診断の実施
　府立学校児童・生徒の疾病の早期発見を図るため、各種健康診断を実施する等健康管理の充実に努めた。

(1) 府立学校児童・生徒の結核検診
(2) 府立学校児童・生徒の心臓検診
(3) 府立学校児童・検尿
　　　　　　　　　健康診断実施費　　　１７６，６６１千円
○根　拠　法　令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校保健安全法
　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　要保護及び準要保護児童・生徒に対する医療援助

　府立視覚支援・聴覚支援・支援学校の要保護及び準要保護児童・生徒の学校病治療に要した経費を援助した。

○　援　助　人　員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	疾　　病　　名
	要　保　護
	　準要保護
	　　　計

	結膜炎
	１
	２５
	２６

	中耳炎
	３
	１３
	１６

	　　　う　　　　　　　　歯
	１３４
	４３
	１７７

	　　副　　鼻　　腔　　炎
	３
	１２
	１５

	アデノイド
	０
	６
	６

	　　　白癬、疥癬及び膿痂疹
	０
	０
	０

	　　　合　　　　　　　　計
	１４１
	９９
	２４０


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
扶　助　費    R2　　　　８３１,０６５円
R1　 １，３８５，６０９円
H30　１，２５５，５９８円
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○根　拠　法　令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校保健安全法
４児童生徒の健康管理の充実
(1) 健康診断の充実

　　　腎検診システムに基づき府立学校に在籍する児童・生徒に対する健康管理の充実を図った。
また、このシステムに関する府立学校関係者へ説明会兼研修会を実施するとともに、適切な腎疾患管理を行う必要の有無を判定する審査会を開催した。
　
　　　　　開催回数　　　判定審査会　　　２回
○根　拠　法　令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校保健安全法
(2) 結核対策に関する審議会の設置

　　府内公立学校における結核対策を総合的に検討するための審議会を設置し、より有効な方策を検討するとともに、精密検診が必要な者の確認を実施した。

　　　　　開催回数　　　対策審議会　　　２回

○根　拠　法　令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校保健安全法
５　学校安全の普及充実

(1) 日本スポーツ振興センター加入状況

　　府立学校児童・生徒の学校管理下における災害に関する必要な給付を行うため、独立行政法人日本スポーツ振興センターと災害共済給付契約を締結した。
独立行政法人日本スポーツ振興センター加入者数　　　(単位：人)

	　高　等　学　校

	全　　日　　制
	１０４,０７２名

	
	定　　時　　制
	２，０１３名

	
	通　　信　　制
	１，６４３名

	　支援学校
	９，０４９名

	中　　　　　　学　　　　　　校
	３５８名

	　合　　　　　　　　　　　　　計
	１１７,１３５名


　独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金　　　　　　　　R2　　２４１，２７６千円
R1　　２５１，２３２千円
H30　 ２２６，１３９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○根　拠　法　令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人日本スポーツ振興センター法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６　学校保健・安全教育の振興・充実
交通安全教育テキストの作成・配付

府内における子どもの交通事故防止のため、新入学児童の保護者を対象に交通安全教育上の知識や交通ルール、車の特性など、交通安全に必要なことがらを解説した「家庭における交通安全教育保護者用テキスト」を作成・配付した。
　　　　　　　　　　　　配付数　　５３，１８０部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７　学校公害対策
　　大気汚染等による被害から児童・生徒の健康を守るため、光化学スモッグ発生時に迅速に対応できるよう学校に対し、防災情報メールを周知し、登録を依頼した。
○根　拠　法　令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大気汚染防止法
８　学校給食研究協議会等の開催

　　学校給食の給食指導及び栄養管理、衛生管理、給食運営上の諸問題についての研究協議会等を開催し、関係職員の資質の向上に努めた。

　　令和２年度は主として次のとおり事業を行った。

(1)  学校給食・食育研究協議会

○時・場所　　紙面開催

○参加者　　―

○内　　容　　全大会、分科会（発表・指導助言）
 （2）管理職学校給食衛生管理・食育研究協議会

○時・場所　　開催中止

○参加者　　―

○内　　容　　―
(3) 食に関する指導実践報告会

○時・場所　　紙面開催

○参加者　　―

○内　　容　　①実践発表、情報提供　　②指導助言

９　府立学校給食の実施
　　府立高等学校の夜間定時制課程及び通信制課程並びに府立支援学校の児童・生徒の健康を守り、心身の健全な発達に資するため、次の事業を実施した。

(1) 府立高等学校の夜間定時制課程及び通信制課程夜間給食の実施

高等学校定時制課程におけるデリバリー給食の実施

(2) 府立支援学校給食の調理業務委託の実施

	学　校　名
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	八尾支援学校
	29,568千円
	26,060千円
	19,311千円

	箕面支援学校
	24,420千円
	21,990千円
	17,352千円

	和泉支援学校
	23,760千円
	21,588千円
	17,460千円

	吹田支援学校
	19,140千円
	18,966千円
	17,938千円

	富田林支援学校
	30,170千円
	26,502千円
	19,440千円

	堺聴覚支援学校
	12,651千円
	12,535千円
	11,530千円

	だいせん聴覚高等支援学校
	12,651千円
	12,535千円
	11,292千円

	茨木支援学校
	21,795千円
	20,274千円
	20,088千円

	泉南支援学校
	17,601千円
	16,600千円
	14,760千円

	摂津支援学校
	17,424千円
	17,266千円
	16,541千円

	佐野支援学校
	26,034千円
	23,390千円
	18,339千円

	交野支援学校
	21,429千円
	21,234千円
	19,474千円

	泉北高等支援学校
	14,843千円
	14,151千円
	12,903千円

	西浦支援学校
	22,062千円
	19,075千円
	18,900千円

	枚方支援学校
	23,950千円
	21,255千円
	21,060千円

	岸和田支援学校
	18,689千円
	16,318千円
	16,168千円

	守口支援学校
	19,008千円
	18,836千円
	17,127千円

	思斉支援学校
	20,076千円
	19,894千円
	18,740千円

	住之江支援学校
	21,450千円
	21,255千円
	19,440千円

	平野支援学校
	15,708千円
	15,566千円
	14,036千円

	中央聴覚支援学校
	17,064千円
	16,975千円
	16,953千円

	東住吉支援学校
	25,080千円
	25,196千円
	25,656千円

	生野支援学校
	22,440千円
	22,236千円
	22,032千円

	東淀川支援学校
	24,420千円
	21,937千円
	17,193千円

	豊中支援学校
	22,154千円
	19,350千円
	19,172千円


　

	学　校　名
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	大阪北視覚支援学校
	25,110千円
	21,596千円
	21,398千円

	難波支援学校
	23,586千円
	20,933千円
	20,741千円

	光陽支援学校
	21,835千円
	18,403千円
	18,234千円

	西淀川支援学校
	21,620千円
	20,274千円
	20,088千円

	東大阪支援学校
	22,704千円
	22,498千円
	1,858千円

	合　　計
	638,433千円
	594,721千円
	525,214千円


　※学校毎に千円未満の端数を切り上げているため、合計と合致しません。

※東大阪支援学校については、H31.3.1～民間委託開始

(3)府立学校給食実施に要する設備等の整備

① 厨房機器購入予算等の配当

競技スポーツグループ
　府民スポーツの普及・振興及びスポーツ精神の高揚と健康増進を図るため、各体育・スポーツ関係団体に対して、指導・助言を行うとともに、府民のスポーツ活動の拡充方策として、府立高等学校等の体育施設を開放し、地域スポーツの振興・充実に努めた。
　また、児童・生徒のスポーツの振興を図るため、各種大会を助成するとともに、府立高等学校においては、運動部活動の活性化を図るため、専門的な技術及び指導力を備えた外部指導者を派遣した。加えて、部活動における教員への負担軽減を目的として、部活動指導員を配置した。
さらに、府立の体育施設の管理運営については、指定管理者制度を活用し、府民のスポーツニーズに柔軟に対応できる効果的効率的な運営を行い、府民に親しまれるスポーツ施設にふさわしいサービスの提供が図られるように努めた。加えて、学校体育授業の充実を図るため、大阪府体育研修センターにおいて、各種研修を実施した。
１　大阪府スポーツ推進審議会
　　　大阪府のスポーツ推進施策等について審議した。

　　　

　大阪府スポーツ推進審議会　　　開催回数 １回（令和３年３月２９日実施）

　　　（根拠法令：スポーツ基本法、大阪府スポーツ推進審議会条例）

２　「大阪スポーツ賞」の表彰

　　大阪府のスポーツ振興に特に顕著な功績のあった者（団体）及び各種大会における競技成績優秀者に対し表彰を実施した。（根拠法令：スポーツ基本法）

　（表彰種目等）

○　大阪スポーツ大賞　　　２名
○　大阪府知事表彰　　　５名

○　体育功労賞　　　27名

　　　　　　　　　　　　　14団体

○　優秀選手賞　　  323名

　　　　　　　　　　　　　65団体

３　体育団体の助成等

　　スポーツの普及振興とスポーツ技術の向上を図るため、各種体育大会等に対し助成を行うとともに、体育団体等の組織強化のための運営助成を実施した。（根拠法令：スポーツ基本法）

(1) 各種体育大会等に対する助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 R2        R1       　H30

1 大阪府民スポーツ大会　　　　　　　 （分担金　　327千円    911千円    911千円）

2 大阪府総合体育大会　　　　　　　    (　〃　    　中止    1,301千円  1,301千円）

3 第75回（第76回冬季）国民体育大会近畿ブロック大会  (  〃      95千円   2,000千円  2,000千円）
※大阪府総合体育大会及び第75回国民体育大会近畿ブロック大会は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止。

　

(2) 体育団体等への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 R2         R1　　　　  H30

公益財団法人大阪府スポーツ協会　　（補助金   9,404千円  24,246千円  24,246千円）

４　国民体育大会大阪府代表選手団の派遣事業

　　広く国民の間にスポーツを普及し、アマチュアリズムとスポーツ精神を高揚して国民の健康増進と体力の向上を図り、併せて地方スポーツの振興と地方文化の発展に寄与するとともに、明るく豊かな国民生活の形成に寄与するため開催される国民体育大会に、大阪府の代表選手団を派遣した。（根拠法令：スポーツ基本法）

(1) 第75回国民体育大会近畿ブロック大会

　　　　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため大会中止

(2) 第75回国民体育大会

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため大会延期

(3) 第76回国民体育大会

　　　　冬季大会　・スケート競技会への派遣（愛知県）

・アイスホッケー競技会への派遣（愛知県）

上記大会に伴う派遣補助金の総額 R2　  ３，２２８千円
R1　 ５２，６３２千円
H30　４６，６１６千円

        　

５　地域スポーツの普及充実

　　地域スポーツの普及充実のため、次の事業を実施した。

学校体育施設開放事業

　　　府立高等学校等開放事業　　　　運動場 145校　（うち４校は夜間）

体育館　13校　（うち３校は夜間）
６　中学・高校の各種大会に対する助成

　　府内の中・高等学校における生徒のスポーツ振興及び充実を図るため、各種大会へ助成を行った。

　　（根拠法令：スポーツ基本法）

助成した主な大会等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2        R1　　　　H30

1 第75回　大阪高等学校総合体育大会　　（分担金　  663千円  　664千円　　664千円）
2 第100回　全国高等学校ラグビーフットボール大会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（分担金 1,254千円　1,254千円  1,254千円）

3 令和２年度　近畿高等学校種目別体育大会 (分担金　 468千円　　 -　        -     )

（補助金　 　-   　　467千円    468千円）

4 令和２年度　全国中学校体育大会・近畿中学校総合体育大会派遣補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （補助金　 中止　　496千円    495千円）

※令和２年度　全国中学校体育大会・近畿中学校総合体育大会は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止。

７　学校体育活動の充実

　　教員の授業力向上のため、大阪府体育研修センターにおいて、教科「体育」「保健体育」に関する実技研修を実施した。さらに、特別活動として実施される運動部活動において、専門的な技術指導力を備えた指導者を必要とする高等学校に対し、運動部活動外部指導者を派遣した。

　　（根拠法令：スポーツ基本法）

８　府立体育施設の運営

　　漕艇センター、臨海スポーツセンター、体育会館及び門真スポーツセンターの管理運営業務を指定管理者に委任し、管理運営を行った。なお令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より休館や営業時間短縮を行った。

(1) 漕艇センターの管理運営業務

　　　　浜寺公園対岸の臨海緑地公園内に昭和44年4月に設置され、府民、特に青少年等の健全な育成の場である｢漕艇センター｣の管理運営業務を「一般社団法人大阪ボート協会」に委任した。（根拠法令：地方自治法、大阪府立漕艇センター条例）

	
	令和２年度
	令和元年度
	30年度

	所要経費（委託料）
	0千円
	0千円
	0千円


(1) 所　在　地　　高石市高砂１丁目

(2) 利用状況　　R2：30,011人  R1：51,092人　H30：43,099人　　

(3) 主な施設等　　艇庫等

(2) 臨海スポーツセンターの管理運営業務

　　　　昭和59年4月に企業局から移管を受け、府立の体育館として開所し、年中利用できるスケート場を有する「臨海スポーツセンター」の管理運営業務を「ミズノ・南海ビルサービスグループ」に委任するとともに、令和３年度以降の指定管理者を「南海ビルサービス株式会社」に指定した。（根拠法令：地方自治法、大阪府立臨海スポーツセンター条例）

	
	令和２年度
	令和元年度
	30年度

	府への納付金
	13,000千円
	7,235千円
	4,594千円


（ア）所　在　地　　高石市高師浜丁6－1

（イ）利用状況　　R2：117,038 人　R1：166,379 人　H30：142,538 人 

（ウ）主な施設等　　アイススケートリンク場、体育室、会議室等

(3) 体育会館の管理運営業務

国際的・全国的規模の各種競技大会が開催されるとともに、府民の体育・スポーツ及び健全で文化的な集会等に利用され、「スポーツとにぎわいの殿堂」として大阪府のスポーツ振興を担うスポーツ施設である「体育会館」の管理運営業務を「南海ビルサービス・ミズノグループ」に委任するとともに、令和３年度以降の指定管理者を「シンコースポーツ・NTTグループ」に指定した。（根拠法令：地方自治法、大阪府立体育会館条例）

	
	令和２年度
	令和元年度
	30年度

	府への納付金
	146,774千円
	146,647千円
	145,377千円


（ア）所　在　地　　大阪市浪速区難波中3－4－36

（イ）利用状況　　R2:108,453人　R1：702,168人　H30：810,640人　

（ウ）主な施設等　　競技場、柔道場、剣道場、多目的ホール等

(4) 門真スポーツセンターの管理運営業務

　　　　国際的・全国的規模の競技大会等が開催されるとともに、プール、スケート、トレーニングルーム等の提供や各種スポーツ教室等のスポーツ振興事業を実施している「門真スポーツセンター」の管理運営業務を「OGS・関電FA・パティネレジャー門真SC共同事業体(代表者：株式会社オージースポーツ)」に委託した。（根拠法令：地方自治法、大阪府立門真スポーツセンター条例）

	
	令和２年度
	令和元年度
	30年度

	所要経費（委託料）
	236,983千円
	247,577千円
	236,298千円


（ア）所　在　地　　門真市三ツ島3-7-16

（イ）利用状況　　R2：242,019人R1：489,452人 H30：500,279人
（ウ）主な施設等    ﾒｲﾝｱﾘｰﾅ（春～夏：ﾌﾟｰﾙ、秋：ﾌﾛｱ、冬：ｽｹｰﾄﾘﾝｸ）、　　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　ｻﾌﾞｱﾘｰﾅ（ﾌﾛｱ）、ｻﾌﾞﾌﾟｰﾙ、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ等

９　子ども元気アッププロジェクト事業

学校において、子どもの体力向上に効果のある長距離走の実施と、さらなる取組推進を支援するため、例年府主催で駅伝競走大会を開催し、スポーツへの興味関心を高めるためオリンピアン・パラリンピアンによるスポーツ教室を実施している。なお、令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、駅伝競走大会や一部のスポーツ教室は中止した。

                                                    R2           　　　５０千円

 R1           １，７１９千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H30　　　　　１，６５５千円

10　がん教育研修会

がんに対する正しい知識を身につけるとともに指導方法等を普及し、学校におけるがんに関する指導及び健康教育のさらなる推進を図るため、中学校及び高等学校の教員を対象とした研修会を実施した。

○時・場所　　令和２年11月25日　清風学園　
○参加者　　計275名

○内　　容　　①講　　演：体験者（がんサバイバー）②講　　演：医師

　　　　　　　　　　　　　　　　

11　部活動指導員配置事業
　部活動における教員の負担軽減を目的として、休日などにおける部活動指導等による時間外勤務時間の削減や専門的指導ができないことによる心理的負担の軽減のため、部活動指導員を配置した。
R2     府立学校33校　　　　　　　　　 　１９，７６８千円
市町村への補助（15市町：94名配置）１５，４７３千円

　　　　　　　　　　　　 R1     府立学校27校（モデル配置）　　 　１１５，５５９千円
市町村への補助（12市町：61名配置） １１，３３５千円

H30　　府立学校10校（モデル配置）　　　　　 ６，４３７千円
　　　　　　　　　　　　　 　　 市町村への補助（４市町：17名配置） 　 ３，５１６千円

